
（通し番号 198、199） 

「女性活躍加速のための重点方針 2019」 

Ⅲ 女性活躍のための基盤整備 

２．子育て、介護基盤の整備及び教育の負担軽減に向けた取

組の推進 

a）幼児期の教育・保育、放課後児童クラブ等の

「量的拡充」及び「質の向上」（うち地域限定

保育士事業及び家事支援外国人受入事業の部

分） 

(内閣府説明資料) 

令和元年10月10日

資料５

男女共同参画会議
第22回重点方針専門調査会





保
育
士

候
補
の
掘
り
起

し
を
推

進

・
２
回
目

の
保
育
士

試
験

を
促

す
仕

組
み

と
し

て
、
３
年
間
は
当

該
区

域
内

の
み

有
効

の

「
地
域

限
定
保
育
士

」
制

度
を
創

設

・
都
道

府
県
が
２
回

目
の

試
験

を
実

施
し
な
い

場
合

、
政
令
市
が

地
域

限
定

保
育

士
試
験

を
実
施
す
る
こ
と
が

で
き
る

・
実
技

試
験
を
講
習
に
代

え
る
な
ど
、
柔

軟
に

試
験

を
行
う
こ
と
が

で
き
る

・
保
育
士
試
験
は

、
毎

年
１
回

都
道

府
県

が
実
施

・
年
２
回

の
実
施
を
通

知
す
る
も
イ
ン
セ
ン
テ
ィ

ブ
が

働
か
ず
、
実
施

さ
れ

な
い

「
地
域
限
定
保
育
士
」
の
創
設

（
平
成

27
年
９
月
１
日

特
区
法
第

12
条
の
５
）

現
状

見
直
し
後

効
果活
用

す
る
規

制
改

革
具

体
的

事
業

地
域

限
定

保
育

士
（
平
成

27
年
度
実
施
）

保
育
士
候
補
の
掘

り
起
し
に
高
い
効
果

東
京

圏
（
２
事
業
）

平
成

2
7
年
９
月
９
日

認
定

関
西

圏
（
１
事
業
）

平
成

2
7
年
９
月
９
日
認
定

沖
縄

県
（
１
事
業
）

平
成

2
7
年
９
月
９
日
認
定

仙
台

市
（
１
事
業
）

平
成

2
7
年
９
月
９
日
認
定

受
験
者
数

合
格
者
数

神
奈
川
県

5,
63

5人
1,

33
0人

成
田
市

1,
35

8人
24

9人

大
阪
府

3,
29

8人
72

7人

沖
縄
県

52
3人

78
人

合
計

10
,8

14
人

2,
38

4人

全
国
（
通
常
試
験
）

受
験
者
数

67
,5

04
人

合
格
者
数

23
,1

65
人

※
地
域
限
定
含
む

地
域

限
定
保

育
士
の
合

格
者
数
（2

,3
84
人
）は

、

全
国

の
合

格
者

の
１
割

以
上

保
育
士
確
保
が
難
し
い
状
況
を
解
消
す
る
た
め
、
保
育
士
試
験
を

年
２
回
行
う
仕
組
み
を
構
築

㊳

地
域
限
定
保
育
士
試
験
が
き
っ
か
け
と
な
り
、

平
成

28
年
度
よ
り
、
全
国
的

に
通
常
試
験
が
年
２
回
に
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・
保
育
士

試
験
の

受
験

機
会

の
充

実
に

よ
り
、

待
機
児
童

解
消

の
取
組
の

一
層
の

加
速

が
見

込
ま

れ
る

。

・
国
家

戦
略
特
区
に
お
い
て
、
地

域
限

定
保
育

士
試
験

制
度
を
活

用
し
た
年
３
回
目

の
試

験
実

施
に
向

け
て
、
試

験
の
公

正
性
・
適

正
性
を
担
保
し
た
上

で
、
株

式
会

社
等
の

多
様

な
法
人

を
指

定
試

験
機
関
と
し
て
活

用
可

能
と
す
る
。

・
「
国
家
戦
略
特
区
限

定
保

育
士

試
験

（
地
域
限
定
保
育

士
試
験
）
」

制
度

を
契
機
に
、
大

部
分

の
都

道
府

県
で
年

２
回
の

試
験
を
、
指

定
試

験
機
関
に
委

託
し
て
実

施
。

・
指
定

試
験
機
関
は

、
一

般
社

団
法

人
又

は
一
般
財

団
法
人

に
限

定
さ
れ
て
お
り
、
さ
ら
に
試

験
の

実
施

回
数

を
増

や
す
こ
と
に
は

限
界
が
あ
る
。

多
様
な
主
体
に
よ
る
地
域
限
定
保
育
士
試
験
の
実
施

（
平
成

29
年
９
月

2２
日

特
区
法
第
１
２
条
の
５
第
８
項
）

現
状

見
直
し
後

効
果

活
用

す
る
規

制
改

革
具

体
的

事
業

現
状

特
区

指
定

試
験

機
関
（
試
験
事
務
を
行
わ
せ
る
者
）

一
般

社
団
法
人

又
は

一
般
財
団
法
人

一
般

社
団
法
人

又
は

一
般
財
団
法
人

株
式
会
社
等

株
式
会
社
等

株
式
会
社
等
の
多
様
な
法
人
を

指
定
試
験
機
関
と
し
て
活
用
可
能
に

㊴
東

京
圏
（
１
事

業
）

平
成

2
9
年

1
2
月

1
5
日
認
定
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国
家

戦
略

特
区

第
三

者
管

理
協
議
会

特
定

機
関

（
受

入
企

業
）

外
国

人
家

事
支

援
人

材
の

活
用

に
つ
い
て

・
特
定
機
関
の
基
準

適
合
性
の
確
認

・
年
１
回
の
監
査

利
用
世
帯

苦
情

相
談

家
事
支
援
活
動
の

提
供
に
係
る
請
負
契
約

・
定
期
報
告

・
重
大
問
題
発
生
時

に
は
速
や
か
に
報
告

苦
情

相
談

・
日
本
人
と
同
等
額
以
上
の
報
酬
額

・
保
証
金
の
徴
収
等
の
禁
止

・
必
要
な
研
修
を
実
施

等

関
係
自
治
体

内
閣

府
地

方
創

生
推

進
室

、
地
方
入
国
管
理
局
、

都
道

府
県

労
働

局
、
地

方
経

済
産
業
局

連
携

国
家

戦
略

特
別

区
域
会

議

雇
用
契
約

区
域
会
議
の
下
に
設
置

◆
特

定
機

関
（
受
入
企
業
）
の
要
件

【
政

令
】

指
針

に
即

し
た
措
置
の
実
施
／
経
済
的
基
礎
／

我
が

国
の

事
業
実
績
３
年
以
上
／
欠
格
要
件
の

非
該

当
（
法

令
違
反
、
暴
力
団
な
ど
）

◆
家

事
支

援
活
動
の
業
務
範
囲

【
政

令
】

・
炊
事
、
洗
濯
、
掃
除
、
買
物
等
の
家
事
一
般

・
上
記
と
併
せ
て
実
施
さ
れ
る
児
童
の
日
常

生
活
上
の
世
話
及
び
必
要
な
保
護

◆
家

事
支

援
を
行
う
外
国
人
の
要
件

【
政

令
】

満
1
8
歳
以
上
／
実
務
経
験
１
年
以
上
／
家
事
支
援

活
動

の
知
識
・
技
能
（
送
り
出
し
国
に
お
け
る
一
定

の
研

修
の
終
了
）
／
必
要
最
低
限
の
日
本
語
能
力

○
帰

国
担
保
措
置

外
国

人
家

事
支

援
人

材
が
や
む
を
得
な
い
理
由
に
よ
り

帰
国

旅
費

を
支

弁
で
き
な
い
と
き
は
、
当
該
旅
費
を
負
担

○
雇

用
の
継
続
が
不
可
能
と
な
っ
た
場
合
の
措
置

本
人

に
責

が
な
く
、
継

続
し
て
本
事
業
に
よ
る
在
留
を
希
望

す
る
と
き
は
、
新

た
な
特

定
機
関
を
確
保
す
る
よ
う
努

め
る

外
国

人
家

事
支

援
人

材
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